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産業財マーケテイング論の現状と課題キ

高嶋克義

I は じ め に

産業財は市場規模が大きく経済的重要性が高いにもかかわらず，産業財マー

ケティ Y グの研究は消費財7 ーヶティングに比べて少ないのが現状である。産

業財マーケティ y!f研究は，消費財マーケティングの議論をそのまま産業財に

適用したり企業の実務的問題を扱ったものを除けば，主に企業の購買行動の分

析を基礎として展開されてきた。さらに最近ではこの購買行動分析によるアプ

ローチに対して，企業間関係をダイアドで捉えるアプローチからの問題提起お

よび理論展開が試みられている。

本稿ではこれらの産業財マーケティングの基礎理論をめぐる議論を概観し，

これらの特徴と問題点在整理することを目的とする。

II 組織購買行動論の展開

産業財マーケティ y !fを議論する場合に， しばしば消費財Eの対比において

産業財の購買行動の特徴を考察することが出発点となったへただLこのよう

な購買行動に関する産業財と消費財の差異の強調は消費財マーケティング論の

フレームワ クで産業財マーケティングを考え，消費財マーケティングの規範

的理論を産業財に適用することを目的としている。つまり消費財の製品特性や

購買行動特性の延長線上に産業財を位置付け，産業財7 ーケティングを考える

ものである。

市 本稿Iま吉田芳雄記念事業財団からの由成金による研光の一部である。
1) Industrial Marketing Committee (1954)， Fern & Brown (1984)等を幸四泊
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この場合一般に産業財として最も強調される特徴は購買動機が感情的でなく

経済的合理性に基づい亡購買が行われる点である。こり点目強調は購買価倍や

費用による経済学的な意思決定そデノレを先行させる背景となった。このそデノレ

の人間像は合理的な意思決定能力を持つ購買者ーである。しかも合理的な購買行

動という考え方は産業財の購買行動研究を長〈支配し，その合理性ゆえに広

告・販促などのマーケティング活動の余地が少ないと予測する傾向があり，産

業財マーケティング研究の妨げとなった点主否定できなL、n

しかし産業財の購買意思決定は組J織の構成員によって行われ，彼らの購買意

思決定にはタスグ達成以外の動機，例えば昇進や勢力などに関する動機が影響

し， しかも彼らの認知能力の限界も完全に克服されるわけではなし、。したがっ

て購買意思決定が組織を単位としてあたかも非人間的に行われるのではなく，

構成員の相宣行為を通じて行われるとL寸認識に立てば，合理的購買者の前提

が問題になる。さらに組織の購買意思決定は構成員の意思決定の統合を通じて

行われるという組織的な意思決定過程の問題も考慮、しなければならない。

それに対し新たに展開された組織購買行動論は，合理性を志向しながら認知

能力に限界のある構成員の行動の特徴と複数の構成員による共同意思決定の特

徴主捉えて購買行動を記述するものである。

この組織購買行動論は次の二つの基礎理論の影響を受付ている。一つは1960

年代以後に展開された消費者行動論であり， もう つは Cyert= March らの

企業の行動科学的理論であるu 前者は購買意思決定に関与する個人の心理や行

動を記述するために適用され，後者は限らわした合理性と異なる目標を持つ複数

の構成員による相互依存的な意思決定過程を説明するために取り入れられるこ

とになる。

さて組織購買行動論の最も主要な基礎概念は購買センター (buyingcenter) 

であるD。購買センターとはある製品の購買に関与する組織構成員の集合であ

2) Robinson et al. (1967) pp. 100-101， Webster & Wind (1972) p. 17， Johnston & Bonoma 
(1981) pp. 143-146.等を参照。
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る。前述のように組織購買行動論では痩数の構成員が意思決定に関与するとい

う特徴を重視するが，その際に誰がどのように関与するかを識別することが議

論の出発点となる。したがって購買七 Y ターは購買部門などの公式組織として

理解されるのではなし意思決定に影響力を及ぼす他の部門や上位階層の構成

員を含むものと Lて理解される。このことは購買セ Y ターの識l!1lやその構成の

分析が販売企業のマーケティ γグ活動の対象についての理解に必要であるとい

う認識に基づいている。そしてマーケティ Y !7活動に関して購買部門への販促

活動のみならず他の部門や上位階層への接近も重要であることを示唆するもの

である。例えば購買センターの構成員については購買者のほか使用者・影響

者・決定者・ゲートキーバーの五つの役割を識別できるがa〉， これらの意思決

定への関与の遣いを識別 L，適切な接近や必要な情報を考えることが有効なマ

ーケティング戦略の基礎となると考えるのである。

購買七 Y ターはこのように諸部門・諸階層の構成員から成るために，目標や

価値基準が構成員聞で異なり，コンフリクトを発生させやすい。たとえば製造

部門は迅速な配送・補修+ーピスなどを購買意思決定で重視する傾向にあり，

そのためにしばしば司、経済なロットサイズで要求Lたれ納期ま℃のリードタ

イムを短くしがちであるD それに対し購買部門は費用を節約するように，交渉

力や配送の経済性を重視する。そのため彼らは製造部門の小さいロットサイズ

干緊急発注などに対して不満を持ちやすい"。

このととは構成員が各部門においてそれぞれ異なる情報源や職務志向に基づ

いて，異なる代替案の情報や評価基準を持つことに基づいているヘ代替案の

識別や評価に関しては，まず第一に情報への接触可能性が構成員聞で異なり，

一般に購買部門はより多くの販促情報に触れやすいと言え品。第二に代替案の

評価基準が職務上の目標や構成員の教育的背景によって異なる可能性が生じる。

そして第三に構成員のリスク削減動機や達成動機が代替案の評価基準に影響を

3) Webs沈er& Wind (1972) pp. 17-18. 

4) Strauss (1962) pp. 163-165 

5) Sheth (1973) pp. 52-54. 
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与えることが予想される。リエグ削減動機は意思決定に対する他者の反応につ

いてり不確実性や代替案の成果について心不確実性を削減するような行動を引

き起こすが，購買部門はしばしばこの影響により安全な選択を志向する。また

達成動機に関して，構成員の昇進や社会的認知への志向，勢力争いなどの要因

が代替案の評価基準に影響を与える場合もあるへ

このよう K購買センターという概念によって組織購買行動を考える e.意思

決定過梓は組織の情報処理過程という側面と構成員聞のコンセン叶ス形成過程

とL寸側面が含まれることが明らかになる。

さてこの購買七 γ ターの概念を基礎として購買センターの意思決定過程の記

述と購買環境要因の影響の考察というこつの議論が展開されることになる。ま

ず前者の議論から考えることにする。

産業財の必要性が発生してから製品・供給業者の選択，事後評価に至るまで

の過程には購買センター構成員の数多くの行為が含まれる。この過程を段階的

に捉える試みがしばしば行われてきた。例えば Robinson他(1967)は①問題

認知，②必要品目の特徴・数量の決定，③必要品目の特徴・数量の記述.0供

給業者の探索，⑤見積取得・分析，①見積評価・供給業者選択.({J発注手続の

選択，③成果のフィードバック.;w悩までの 8段階を識別している。それに対

L. Webster & Wind (1972)は必要性の識別から代替案の評価供給業者の

選択までを 5段階で説明している。

いずれも代表的な購買過程モデノレであるが， これらの購買過程コモデルは段階

に上って意思決定すべき問題点が次々と変化し，その連続的な意思決定を遇ピ

て代替案が胤られ選択が行われると想定している。

しかし産業財の購買過秤はこのような問題解決の側面だけでな<.前述のよ

うに購買センターの共同意思決定の側面，つまり構成員聞のコンセンサス形成

過程も重視しなければならない。そこで Choffray& Li1ien (1978) は単純な

段階区分だが次のように捉えている。それは既に問題が認知され製品・サーピ

6) Robinson et al. (1967) p. 157. 
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五の代替案が識別された段階，つまり各構成員が代替案の想起集合を持つ状態

から始まる。そして各構成員が代替案を評価・選択する段階を経て，構成員閑

の相互行為を通じてこれらの代替案から選択するという共同意思決定の段階に

移行すると考えるのである引。

ところで産業財の購買過程の各段階に含まれる行為は購買状況によって異な

ることが考えられる。それゆえ購買状況要因による購買過程への影響に関する

考察が，購買過程 0)議論から展開される ιとになる。

まずタメ、クの新規性によって異なる購買過程の特徴が初期に検討された。 例

えば Robinson他(1967)は新規に製品を購買する場合とそれまでと同じ製品

を同じ供給業者から再購買する場合，およびその中間である部分的な変更を検

討し，若干の修正君子行う場合の三つの購買状況を設定しているへ そしてこれ

らの新タスク・直接再購買・修正再購買のいずれの場合でも問題認知の段階か

ら始まる全ての段階を購買過程が含むことを前提としたうえで，各購買状況に

よって段階聞の比重が異なったり各段階の具体的な行為が違うことを彼らは説

明する。これは製品や供給業者に関する新しい代替案を考慮する程度が問題の

新規性によって異なるために，特定段階の相対的な重要性の違いや製品・供給

業者の探索範囲の違いがもたらされると考えるものである。

また Lehman& O'Shaughnessy (1974)は問題の性格かb製品のタイプを

①ノレーチン的注文製品，色〕手続問題製品，①成果問題製品， 0政治問題製品の

4つに分類し，製品タイプ間での購買過程の性格の違いを述べている。この考

え方は 4ワ白タイゾが相互に背反的でなし 1という問題があるが，上述の新タ月

ク一再購買の捉え方と比較すれば購買状況に関する別の視点が合まれているこ

とがわかる。それは購買タスグの性格を新規性で捉えるのではなし購買意思

決定に要求される情報の種類と共同意思決定の調整の難しさという二要因で捉

えると kであるの

7) 実際には各構成員のXl!思決定;晶君呈シ共同意思決定過程が同時進行すると考えたほうが現実的で
ある。 cf.Anderson et al. (ユ987)

8) こり三つの類型はバイ クヲヌ (buycla田〉と呼ばれるω
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さらに他の購買タスクの性格として重要性や複雑性などの製品特性を加える

研究もあるの。また Fisher(1976) はこのような製品の特性から購買タスクの

性格を見ることに加えて，供給業者選択の重要性や代替的な供給業者の情報不

足などに由来する取引相手についての不確実性によって購買タスクを捉えてい

る。

しかし購買過程に影響する購買状況はこれらの購買タスクの性格だけではな

い。第 に前述り購買センター構成員の個人的特性が購買過程に影響する。つ

まり構成員の個人的背景や接触する情報源，あるいはリスク削減動機中達成動

機の程度などである。第二に企業の志向性，企業規模，集権化の程度などの組

織の要因があるo この要因は購買セ γ ターの規模や共同意思決定の重要性を規

定することを通じて購買過程巳影響を与える。

さてこれらの購買状況要因の識別から購買状況要因の購買過程に対する影響

を次のように説明すあことができる。まず購買過程に影響を与える状況要因は

上のとおり製品または購買タスクの性格，構成員の個人的特性，企業の組織的

要因の三つの階層からなる。これらの状況要因の影響は前述の購買過程の二つ

の側面に表れることを示している。つまり購買意思決定に関与する構成員の心

理的側面と共同意思決定における不可避的なコンフリクトを解消しコンセンサ

ユを形成する側面である。そして三つの階層の状況要因が購買過程の二側面に

次の二つの経綜で影響を及ぼすと考えられる。まず第一に諸状況要因によって

製品や供給業者の選択についての成果の不確実性が高められるほど，購買過程

における問題認知から製品・供給業者白探索までの段階が重要となる。それは

購買の成果についてのリ旦クがより積極的な情報探索を動機付けるためであ

る1030 このリスクの大きさは製品の新規性・重要性・技術的複雑性などの製品

特性，あるいは供給業者の選択の重大佐や彼らに関する情報不足，および市場

変動などの経済的環境中社会的環境に影響される購買タスクの性格によ勺て規

9) Cardozo (1980)， Fisher (1976)等を参照。
10) MoUer & Laaksonen (1985) pp. 174-176 
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定されると考えられる。さらに構成員の個人的要因や企業の組織的要因はこの

りスグの知覚水準に影響すると予想される。

そして第二に諸状況要因による購買の成果に関する不確実性が高いほど，共

同意思決定過程におけるコンフリクト解決の段階が重要になる。それは成果に

関する不確実性が一方でより多くの構成員の関与をもたらし調整をより困難に

い他万で組織における他者の反応についての不確実性を高めるためであるo

こり構成員間の調整過程において制約となるのが組織の集権化や公式化の程度，

企業の志向性などの組織的要因である。これらは調整のためりコミケ -v

ヨ γや責任権限関係の性格を規定することによってゴソフリグトの解決様式に

影響を与えるのである。

したがって構成員の心理的側面に対しては，三つの主要な状況要因によって

影響される構成員の知覚リ兄グの犬きさとそれに対する態度が構成員の情報探

索活動を規定L コンセンサス形成の側面については，同様に状況要因の影響

をうける構成員の知覚リスクが共同意思決定を促進し，その結果としてコンフ

リクトを解消してコンセンサスを形成する政治的過程が重要になると予想され

るのである。

きて以上のような状況要因による購買過程への影響の考察は，購買状況によ

って規定される企業の購買意思決定パターンの特徴を示唆するものである。ま

ず前述の知覚リスクと情報探索活動の関係から，状況要因が情報探索に関する

購買戦略を規定する局面が導かれる。

例えば Cardozo (1968) は購買過程で代替案の評価に関して， r同時探索

戦略」と「連続的評価戦略」の二つを識別している。同時探索戦略とは製品を

最低価格で購買することに関心があり，プレミアム価格を支払うリスグを回避

しようとする購買戦略である。そのため複数の供給業者と交渉し，複数の供給

源を持つことが多い。それに対し連続的評価戦略ほ単 の供給業者と取引関係

を持ち，取引相手をあまり変更しないという特徴とプV ミアム価格を支払って

も正確な納品を重視すると L寸特徴を持つ。したがって連続的評価戦略の企業
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は取引関係の継続を志fi'i:L， ソース・ロイヤルティを持つことになる場合が多

L 、。

この二つの戦略の選択にはまず購買成果に関するリユクが影響する。購買金

額・数量や生産にお日喜重要性などの要因で購買成果に関する不確実性が高い

とき，情報探涼と供給業者の代替案を考慮する可能性が高くなり，同時探索戦

略が選択されやすい。しかし構成員の作業負謀が高い場合には，意思決定に時

間や努力をあまり費やせないので，構成員がリプ、ク回避的になりやすい。つま

り供給業者の変更をできるだけ避けるような，連続的評価戦略を選択する傾向

が生じる。特に組織的要因や個人的特性から構成員がリスグ回避的となる場合

にはその傾向が強まる。また購買意思決定に対する他者の反応の不確実性が高

い場合にも構成員はリスク回避的となりやすしそれも連続的評価戦略を規定

する。しかもこの政治的なリスクの知覚水準もまた構成員の個人的特性や組織

構造などの組織的要因の影響を受ける。じたがって企業の購買戦略は購買タ λ

グの性格J 構成員の個人的性格，組織的性格によって規定されるという考え方

が導かれる。

また購買意思決定におけるコンセンサλ 形成の側面に関しては Gemunden

(1986)によって次のような二つのハターンが識別されている。それはハイア

ラーキー的なハワーを用いてコ Y フログトを解決するパタ ンと専門家や投術

者の専門的知識に基づくハワーを用いてコンフリクトを解決するパターンであ

る。この二つのコ γ七ンサス形成方法の選択は組織のハイアラーキー的階層性

や専門的分化の程度などの組織的要因で規定されることが予想される。

さて ιれらの購買志思決定にお円る同時探索と連続的評価の相違，およびロ

ンセンサプ、形成方法の相違は，産業財のマーケティング戦略における市場細分

化を考える場合に意味を持つo 購買企業が同時探索戦略と連続的評価戦略のど

ちらを用いるかによって，販売企業の価格政策や配送などのサーピス政策，あ

るいは販促的情報の提供を考える必要がある。またコンセンサユ形成のバター

ンによって企業のトッフーや技術者への販促的情報の提供を考えなければならな
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い。特にハイアラーキー的なパワーの影響が強い企業に対しては上位階層への

接近および広告・販促活動が強調されることになる。しかも購買タスクの性格

や組織的性格あるいは構成員の個人的性格によって購買意思決定に関する情報

探索パターンやコンセンサス形成バターンが異なるため，産業財マーケティン

グの市場細分化をこれらの諸要素に基づいて考えることも可能である。

III 相互作用モデルの展開

産業財の組織購買行動論に基づく企業の購買意思決定過程の記述には次のよ

うな問題が指摘される。まず第ーに産業財は長期安定的で多製品包括的な取引

関係によって供給されることが一般的であるが，そのような継続的で包括的な

取引関係を購買企業が選択したり形成しようとする局面を組織購買行動論で説

明するには限界がある。企業の購買活動は組織購買行動論が想定するように個

々の製品や問題ごとに意思、決定が行われるのではなしむしろ継続的な取引関

係を結ぶ供給業者を選択したり，供給業者の扱う複数の製品に関して包括的に

取引関係を形成する形で行われる場合が多いのである o 組織購買行動論は諾状

況要因によって構成員がリスク回避的になる場合に継続的な関係が選択される

という消極的な側面で捉えるが，それでは企業が長期的視点から継続的関係を

選択する側面を捉えることができないのである。

さらに組織購買行動論では販売企業との相互作用を重視しないとL、う問題が

あるo 企業の購買意思決定には販売企業のマーケディ y グ活動とそれに対する

購買企業の反応，あるいは販売企業との交渉などが影響するが，組織購買行動

論はこれらの相互作用をあまり考慮、していないと言える。特に企業聞の交渉力

格差干協調的関係は産業財の購買では重要な問題の一つであるが，とのような

パワー関係や協調的関係のある企業の購買行動については考察されていない。

これらの継続的で包括的な企業間関係の形成や企業聞の相互作用の問題はむ

しろ産業財の取引に特徴的であるにもかかわらず，組織購買行動論で説明する

には限界ーがあるのそれは組織購買行動論が産業財の取引度係から個別の製品購
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買における意思決定過程を抽出する形で展開きれてきたためである。

このような組織購買行動論の捉え方に対し，企業問の取引行為を購買意思決

定から捉えるのではなし組織間関係を重視してダイアドで関係を捉える相互

作用セデルが展開される ιとになるω。乙のアゾロ チの特徴の つは産業財

の取引関係が継続的でしばしば閉鎖的な関係になったり関係が制度化されたり J

あるいは協調やコ γ フリクトが発生するという点を重視することである。

さて相互作用そデノレでほ組織聞の相互作用を次の上うに記述する。まず企業

問の取引における相互作用をエピソード (episodes) と関係 (relationship) の

二次元で捉える。エピソードとは個別の製品の販売・購買で完結する交換関係

であり，それは①製品・サービスの交換，@:情報交換， CE貨幣交換，④社会的

交換の 4つの要素から成る。組織購買行動論で議論きれたのはこの交換に関す

る購買行動である。そして関係はエピソードの反復によって形成され，交換の

ない場合でも長期的に維持される相互作用様式であり，その性格は関係の制度

化，接触様式，適応化の三変数で捉えられる。

エピソードの反復はこの関係の三変数に関して次のような特徴をもたらす。

まず四要素の交換のルーチン化は売手・買手の双方に明確な役割期待を発生さ

せ，関係の制度化を強める。また情報交換の反復は組織間の接触様式を決定し，

技術や取引などに関する情報交換を単純化し容易にする。この接触様式は特定

の購買がなされなくとも長期京定的に維持される。さ bに製品・サーピλ り交

換，情報交換，貨幣交換は長期的反復の過程で相互に適応化のための関係への

投資を発生させる。

これらの関係に関する制度化，接触様式，適応化という三つの特徴は交換の

反復によって形成される代表的な特徴であると理解できる。すなわち産業財に

ついて企業闘での継続的で包括的な取引関係が完換の反復により形成きれ，制

度化，接触様式，適応化の三つの特徴を含むことになる。それは交換の反復過

程における費用節約や成果増大を目的として企業がそのような関係の性格を選

11) Cunningham (1980)， Ford (1980)， Hakansson (19回)，.Hakansson ed. (1982)等を参同日
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択するためである。

このようにエピソードに含まれる 4要素の交換の反復を遠じて関係の性格が

形成されるが， この形成過程には売手・買手の双方の性格や環境などの要因が

影響する。まず企業の技術的能力・規模・組織構造・戦略・組織的経験などの

組織的要因や組織構成員の個人的要闘が関係の性格に影響する。これには組織

購買行動論で検討された購買企業側の要因だけでなく，販売企業側の要因も含

まれる。また関係に影響を与える環境要因としては市場構造や社会的・文化的

条件などがあり，これらは特に相互作用の制約条什となることを通じて企業の

関係に対する戦略に影響すると考えられる。

相互作用ニモデルではこのように産業財の取引関係において伺別の製品・サー

ピλ の取号!と長期的な関係を識別して，組織間関係が形成される仕組みを説明

するのである。しかも単に製品・サーピスの取引がノレーチン化して関係が形成

されるのではなし長期的・安定的関係が戦略的に選択され形成されるという

局面を強調する。

企業にとってこの組織間関係の形成や変更に関する意思決定は重要な問題で

ある。そこでこのアプローチではさらに上述の相互作用の考察を基礎として，

選択される関係のタイプ，あるいは関係の制度化・接触様式・適応化の三特性

の状態がどのような経違でもたらされるかについて注目する。そして製品取引

に関する関係と配送サーピスに関する関係を特に取り上げて，それぞれの関係

の一般的局面と適応的局面の二つの局面について関係の選沢を考察するのであ

。。
まず関係における一般的局面とはダイアディックな関係におい ζ売手が買手

にいかに複雑で困難な問題解決を提供 Eき，買手がその能力に依存しているか

という局面である。したがってそれは買手にとっての問題解決の困難性と売予

にとっての専門的な問題解決能力によって規定される。このような関係におけ

る問題の一般的局面が重要ということは販売企業が製品や+ーピスに関する高

い専門的能力を持ち，購買企業がその専門的能力に依存す石程度が高いことを
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志味する。

第142巻第l号

次に関係における適応的局面ではダイアディッグな企業間関係で売手が標準

化された製品・サーピ九を提供するのではなく，製品・サーピスを買手の個別

のニーズに適応させる程度を問題とする。この局面の重要性は買手に適応的な

製品・サーピλ を供給する売手白能)Jと買手間 Eの問題の多様性によっ ζ規定

される。

きて関係のこれらの局面は前述の関係の三特性およびエピソ ドの四つの交

換要素に関して次のような特徴をもたらす。まず関係の一般的局面が重要であ

あというと正は，買手に正司て問題の技術的困難性が高いため，問題解決のた

めの情報交換が多くの構成員や部門を巻き込んで広範囲に行われやすくなる。

また高品質の製品・高水準のサーピエえを提供できる代替的供給業者を探索する

コストが高くなり，買手との情報交換による学習も行われているため，双方の

企業が関係の継続化を望み，相互信頼に基づ〈社会的交換が行われる。したが

って関係の 般的局面はエピソードについては情報交換と社会的交換，そして

関係については広範囲の接触様式と関係の制度化と特に関連することになる。

次に関係における適応的局面が重要となる場合は，買手間での問題の異質性

が高〈標準的な解決を買手が得られないため，広範囲な情報交換が必要となる。

また個別ニーズに適応した製品・サービスを供給するために，双方が関係への

投資を行う可能性が高く，関係り変更がつ兄ト的に不利になる。つまり関係の

適応的局面は主に製品・サービスや情報の交換を通じて関係の適応化のみなら

ず制度化と広範囲な接触様式をもたらすと言える。

このように関係の一般的局面と適応的局面を捉えることで，選択される関係

の性格が異なるこつの要因の一つあるいはその複合によることが明らかにされ

る。またこのことは産業財の典型的な取引関係の性格である継続性と包括性が

販売企業の専門的技術と顧客適応能力，お上ぴそわらへの購買企業の依存に上

って決定害れることを意味する。

さてこの相主作用モデノレは関係の選択を規定する二局面の議論を基礎として，
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次のような産業財のマーケティ γ グ戦略と購買戦略を提示する。

マーケティング戦略については購買企業との関係の選択に関して差別的優位

性を確保することを重視する。つまり購買企業との関係が競合企業に対して排

他的となるように企業間関係主形成あるいは修正することが目標となる。まず

関係における 般的局面は前述のように買手にとヮての問題解決への依存と売

手の専門的な問題解決能力によヮて規定される o そこで専門的な問題解決能力

に関する買手の売手への依存が一般に大きい状況では，販売企業は問題処理能

力を高めるように技術的資源や人的資源を蓄程し』製品の品質やサービス水準

による競争的優{fl性青確立することが戦略的に有効である。逆に製品の技術的

擾雑性が一般に低い場合や高水準のサーピ九活動が必要でない場合には，低価

格の製品や低コストでの標準的サーピスの提供が，販売企業にとって競争的優

位性を確立する条件となる。また売手の専門的な問題解決能力の拡大は関係の

一般的局面の重要性を増加きせるため，技術的資源の開発などを通じて販売企

業が関係をある程度自律的に修正することもできる。

次に関係の適応的局面は企業の顧客適応による競争的優位性の確立と関連す

る。前述のように関係の適応的局面は売手の個別の顧客に適応的な製品・サー

ビスを提供する売手の能力と顧客適応能力への買手の依存度に関連する。そι

で問題の多様性ゆえに顧客適応能力への買手の依与が高い状況では，製品やサ

ーピスを顧客適応的に提供する能力が販売企業の競争的優位性を決定する重要

な要因となる。そのため販売企業は適切な組織や技術的資源、を持つことによっ

て，生産・販売の柔軟性を拡大する必要がある。逆に買手間での問題の異質性

が低<，標準的な製品・+ーピスの提供に上って問題が解決きれる状況では，

標準的な製品・+ーピスを低価格・(s'，コ兄トで提供する能力が販売企業の競争

的優位性を規定する。

また販売企業が経営資源に基つ。いて関係の適応的局面での修正や形成をより

有利に行うと Eをめ苦す場合，企業は組織や技術に基づく顧客適応能力を拡大

すると Eで関係の適応的局面をある程度自律的に修Eすることが重要である。
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このように相互作用モデルに基づいて販売企業の戦略を考えることは買手の

一般的局面や適応的局面での依存関係から競争的優位性を確立する条件を導出

することと，関係の 般的局面や適応的局面を修Eするために必要とされる特

定の資源を検討することが含まれる問。

次に企業の購買戦略は購買意思決定が製品や供給業者の選択に関するものだ

けでな<.企業間関係の戦略的選択という形でJ 具体的には供給源の統合・開

発などを含むものとして捉えられている。平して企業の購買戦略も関係の一般

的局面と適応的局聞の状態に関して策定されると考えるのである。

まず関係の一般的局面は外部の専門的能力の安定的な利用に関わる購買問題

と関連付けられる。 例えば製品・サービスの生産・提供において特定の売手が

高度な専門的能力を持ち，買手がそれに依存するとき，買手にとって製品・サ

ービスの供給源を変更することは費用的に不利となる。それは特定の売手の専

門的能力が高いほど技術などの固で代替的な供給業者をさがすことが困難にな

ることと，高度な技術を習熟するために広範囲の情報交換や関係への投資が行

われたり，相互の信頼関係が形成されやすいことによる。したがって関係の一

般的局聞の重要性は外部の専門的能力への依存から継続的な関係、の形成に影響

ずる。

また関係の適応的局回に関しては特定。J売手の顧客適応能力が高(，買手の

それに対する依存が高い場合には，買手が製品・サーピλ の供給源を変更する

12) 具体的には製品取引関係について下図のような諸政策が想定されている。 Hakanssoned 

(1982) p. 386 

般的日間

rE 製品開発 顧客開発

低 低川栴 顧客適応

適応的局面

i" 高
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のが高費用となりやすい。それは顧客適応的な製品・サーピスの供給のために

広範囲の情報交換が行われたり，適応化のための関係への投資が行われている

ためである。したがって関係の迫応的局面の重要性も顧客適応怯への依存から

継続的な関係に影響する。そしてこれらの一般的局面と適応的局面での買手の

依存は，取引費用の削減のための買手による供給業者の垂直統合という展開の

可能性をもたらす100

このような相互作用そデノレに基っく企業の購買戦略の理解は，組織購買行動

論の枠組から導出される購買戦略とは次の点で異なる。

主f組織購買行動論では購買状況として捉えられた問題の重要性 新規性・

複雑性などから購買意思決定のパターンを考え，問題の性格が購買戦略を規定

することを強調する。それに対し相互作用モデノレではその」うな問題の性格だ

けでなく，供給業者の戦略や能力が購買戦略に影響し，購買戦略は取引相手の

経営資源や戦略によって変化することを強調する。言い換えれば購買企業の関

係の選択・管理あるいは購買戦略に関しては，組織購買行事J論の枠組では知覚

されるリスクやコ Y フリクトの状態の影響を強調するのに対G，相互作用モデ

ノレでほ売手の経営資源や戦略による影響を強調するといえる。また組織購買行

動論では環境適応的な購買戦略を考えるのに対 G，相互作用モずんでは供給業

者の統合など関係の形成や管理においてある程度環境に対する能動的な戦略を

含んでいると言える。

相互作用モデルの ζのような特徴は，組織購買行動論で強調されたリスク管

理や情報探索に関する但面が，このモデノレによる購買戦略に含まれないことを

意味する。それはこのそデノレが企業の購買過程を考慮していないことに基づく

問題である。さらにこのアプローチでは購買に関する共同意思決定の側面を軽

視する点が指摘きれる。例えば購買企業の部門間コンフリクトや部門間の勢力

関係は購買戦略や取引関係の継続に影響すると考えられるが，このような要因

iめ これはウィリアムソン流の取引費用モデルに基づくと考えることができる。 cf.SpekrnaIl & 
Strauss (1986). 
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による購買戦略への影響をこのアプローチでは扱えないという限界がある。

また相互作用モデルが企業内の情報探宗十コンセンサλ 形成を考慮しないと

いう問題ほ販売企業の戦略についても言える。それは販売企業の顧客適応能力

と生産システ人との関係に関する問題である。前述のように販売企業の顧客適

応能力は関係における適応的局面での競争的優位性をもたらすが， との能力の

拡大はLばLば組織の変草を伴う重大な意思決定となる。主ず個別の顧客に適

応した製品を製造するためには柔軟な生産システムが必要となる。そして民手

の需要情報が生産ラインに直接伝わるような組織構造や生産vステムも必要で

ある。すなわち販売企業の顧客適応能力を拡大するためには，柔軟な生産シλ

テムの形成と販売・交渉における製造部門の関与が条件となる。したがって関

係の形成・管理に関する販売企業の戦略は販売企業の組織構造に関する意思決

定を含むものである。このような問題を考えるためには，購買意思決定の分析

において購買センターや購買過程の概念が有用であったように，製造部門の関

与を含んだ製造・販売過程の理解が必要となる'"。しかし相互作用モデルでは

企業四組織構造や生産システムとの関係，あるいは製造・販売過程の考察が欠

如しているのである。

IV結び

ここで取りトげた産業財の組織購買行動論の諸モデルと相互作用そデノレは，

産業財マーケティングの議論における耳論的u，基礎Fなっている。組織購買行

動論は認知能力に限界のある構成員によって形成される購買センターの荒思決

定過程の記述とその影響要因の分析を中心として展開された。そして相主作用

モデノレは企業間で形成される関係の考察とその関係形成の規定因である企業の

経営資源や戦略を考えるモデルである。

このような産業財の購買行動や企業聞の相互作用の分析は，産業財マーケテ

14) したがって販売センター(あるいはマーケテインクーセンター， マ ケティング戦略センタ
〉と呼ばれる祝意を取り入れる必要がある。 Hult& Speh (1984)， Gemunden (1986)， Bender 

(1985)， Bencler (1986)等を毒照」
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ィ'/!Iに関して次のようなイ Yプリケ--Yョ γ をもたらす。まず組織購買行動

論は購買過程に対する問題の性格や組織の性格による影響から，これらの要因

によるセグメンテ ジョンの口J能性を示唆することになる。それは問題の性格

十組織の性格によって影響される志思決定の情報探索や J ンセンーザス形成のパ

ターンが，有効なマーケティング活動の相違を規定するという考え方に基づく

ものである。また相主作用モデノレは企業間関係のタイフを識別する二つの基準

から買手のニーズによるセグメンテージョ γ を行うだげでなしその関係の形

成・修正による蔵争的優位社の砕すのための戦略や資源展開を考えるの

Lかしこれらのアプローチに基づいて産業財マーケティングを考察してい〈

ためにはJ 次のような問題を解決する必要性があると思われる。

まず第 に組織購買行動と組織間の相互作用を説明する統合的なフレームワ

ークが必要である。産業財マーケティングを考えるうえで，消費財との相違点

として重視すべき点は，志思決定が組織的に行われることと取引が継続的，包

括的に行われやすいことである。組織購買行動論は前者の特徴を強調するのに

対 L 相互作用アフローチは後者の特徴を説明することに関心があったと言え

る。しかし産業財の取引行為は組織内の意思決定と組織聞の相互作用を関連付

けて理解すべきである。例えば顧客適応的な製品は販売企業と購買企業による

両者の共同志思決定を通じて取引されるが，その過程には各企業内での意思決

定におけるコミュエケーションと双方り生産ラインの聞でのコ ξ ュニケ -yョ

ンが含まれるのである。したがって企業問で行われる共同意思決定過程を理解

するためには，意思決定に関与する双方の製造部門や購買・販売部門の構成員

聞の相互作用を記述する必要があるo

第二に企業の成果といかに関連付けるかが問題となる。ただLこれには二つ

の祖1I而がある。一つは産業財の何格など取引条件による版売企業や購買企業の

成果への影響 Fある。組織購買行動論や相寸作用モデノレは価格安渉の過程をあ

まり問題としなかったが，産業財の価格交渉の経緯が意思決定に影響を与えた

り，交渉力を行使できるような関係の修正を行うなど，価格交渉の問題は産業
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財でしばしば重要となる。例えば取引関係の継続から相手への依存が高まる場

合には，交渉力を維持するために複数の業者に取引を分散させたり契約を短期

にする傾向がみられる。このような戦略を規定する企業聞の依存関係は，産業

財の市場構造によって決まると予怨されるため，市場構造と交渉戦略，交渉f曲

格の関連性を考えることが Eきる。

そして企業の成果との関連性におけるもう つの租面は産業財を購買する企

業の製品市場での競争的優位性についてである。購買市場で品質や価格問題は

その企業が牛産する製品の品質や価格に反映されるため，その企業の戦略や競

争的優付性に影響を与えると正が予想きわる。またiAに企業の製品市場におけ

る戦略は産業財の購買戦略に影響を与えると考えられるJo)このように企業が

産業財の購買と最終的製晶の販売というこつの市場に直面l.-，各市場で戦略を

展開する場合には，戦略聞の関連性を考える必要がある。

最後に産業財マ ケティングの重要な特徴の っとして，しばしば国際的な

取引を含むことを考慮しなければならない。特に購買行動や取引形態の国別の

相違がマーケティング活動の重要な問題になる場合があ札その相違や規定因

を明らかにするようなフレームワークが要求されるのである山。

例えば外国企業にとっての参入障壁としてしばしば問題にされる日本的な取

引慣行は，個人的信頼関係に基づく長期的関係によって結ばれることと取引条

件の多様性心二つである。これらの特徴は組織購買行動論のフレームワークか

らは次のように説明され否。まず取引における個人的関係は購買--l::::/'ターの構

造的特徴に関する問題であり，それは王に企業の組織構造によりて規定される。

また長期的関係は構成員のリスグ回避のために継続的関係を選好することで説

明される。それは一方で組織内のコンセンサス形成に関する政治的リスクが高

いζ とを意味l.-，他方で取引条件の多様性が意思決定問題の複雑性をもたらし，

それが構成員の知覚リスクに影響することを意味するものである。

15) 例えば Bender(1985)は企業のコスト リーダーシップ戦略や製品差別化戦略が購買戦略を
規定する局面を考察している。

16) cf. Lehmann & O'Shaug1:ness.y (1974) 
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また相互作用アプローチに依拠して日本型取引様式を考えると次のようにな

る。取引条件の多様性は製品や配送サーピプ、における顧客適応の高さを意味す

る。そこで販売企業が顧客適応的な戦略を採用 L 購買企業がそれに依存すれ

ば，長期的関係が形成されやすくなると説明される。そし1佃人的信頼関係は

そのような関係の継続化を通じてもたらされるものと考える。

このように組織購買行動論では口本型取引様式が企業の組織構造の特徴と問

題の複雑仕によってもたらされると説明するのに対L 相互作用アプローチで

は企業の顧客適応的な戦略に基づくものと Lて説明される。これらの規定因を

統合 L，きらにこれら以外の要因，例えば企業間信用や企業系列による制度的

固定化J あるいは文化的要因なども含めて考えるフレームワークを構築するこ

とが，問題とされている日本的取引慣行を解明するうえで有用であると考えら

れる。
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